
 

 

 

 

 

平成２２年２月２日 

 

「通信・放送産業基本調査」（平成２１年１０月実施）の結果 
 

総務省は、このたび、平成２１年１０月に実施した「通信・放送産業基本調査」の結果

を取りまとめました。今回の調査結果の概要は、別紙のとおりです。 

 

【今回の調査結果のポイント】 

○ 通信・放送産業の平成20年度売上高（実績額）は、合計で17兆9,849億円（対前年度

比5.4％減）。平成21年度見込み額では、17兆7,165億円（対前年度比1.5％減）。 

○ 電気通信事業の売上高の内訳は、インターネット接続などに利用されるデータ伝送が

33.4％（対前年度比3.9ﾎﾟｲﾝﾄ増）となり、データ通信が一層進展。 
○ 通信・放送産業全体の平成20年度取得設備投資額（実績額）は、2兆7,448億円（対前

年度比2.0％減）。平成21年度見込み額では、2兆5,704億円（対前年度比6.4％減）。 
 

【調査概要】 
通信・放送産業（電気通信事業及び放送事業）における売上高等の実態とその動向を把握するため、

平成６年度より実施（平成６～１３年度は「通信産業実態調査（経営体財務調査）」、平成１４～平

成１９年度は「通信産業基本調査」として実施）。 

【調査対象】 
● 電気通信事業：登録電気通信事業者（大規模な回線設備を保有する事業者）は全事業者、届出電気通信

事業者（回線設備を保有しない、又は小規模な回線設備を保有する事業者）は資本金３千

万円以上の株式会社 

● 民間放送事業：全事業者 

● 有線テレビジョン放送事業：引込端子数１万以上の株式会社 

● インターネット附随サービス業：ポータルサイト・サーバ運営業、ＡＳＰ（アプリケーション・

サービス・プロバイダ）等について、平成16年事業所企業統計調

査名簿、業界名簿等により把握した資本金３千万円以上の事業者 

【回収率】 

区 分 送付数 有効回答数 有効回収率(％) 

通信・放送産業全体 1,457 1,019 69.9% 
 電気通信事業 866 487 56.2% 
 放送事業 792 712 89.9% 
  民間放送事業 540 493 91.3% 
  有線テレビジョン放送事業 260 226 86.9% 
インターネット附随サービス業 560 312 55.7% 

合 計 2,226 1,518 68.2％ 
     

      ※各事業を併営する企業があるため、回収した企業数は、1,219社 
 

 

 

 

 

 

  

（正） 

平成21年度通信・放送産業基本調査 報道発表資料 表紙の正誤表 

（黄色網掛けが修正箇所） 
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（誤） 



別紙 

 

１ 事業者構成（資本金、従業者規模、売上高規模（事業ベース）の別） 
 

○ 通信・放送産業は、 

・ 資本金規模別にみると、「1億円～10億円未満」の事業者が44.3％と最も多く、

次いで「1億円未満」が31.2％となっている。 

・ 従業者規模別にみると、100人未満の事業者が約７割（74.2％）である。 

・ 売上高規模別にみると、「1億円～10億円未満」及び「10億円～100億円未満」

の事業者がそれぞれ約３割（33.3％・31.0％）を占めている。 

 

＜通信・放送産業の資本金規模別の事業者構成（平成20年度）＞ 
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注１：四捨五入を行っているため、合計が必ずしも100％にはならない。 

注２：ｎは集計企業数を示す。 

注３：通信・放送産業全体は、電気通信業、民間放送事業、有線テレビジョン放送事業の合計。 

 
 
 

＜通信・放送産業の従業者規模別の事業者構成（平成20年度）＞ 
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（正） 

平成21年度通信・放送産業基本調査 報道発表資料 別紙１ページの正誤表 

（黄色網掛け、赤囲みが修正箇所） 



別紙 

 

１ 事業者構成（資本金、従業者規模、売上高規模（事業ベース）の別） 
 

○ 通信・放送産業は、 

・ 資本金規模別にみると、「1億円～10億円未満」の事業者が44.3％と最も多く、

次いで「1億円未満」が31.2％となっている。 

・ 従業者規模別にみると、100人未満の事業者が約７割（74.1％）である。 
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の事業者がそれぞれ約３割（33.3％・31.0％）を占めている。 
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注１：四捨五入を行っているため、合計が必ずしも100％にはならない。 

注２：ｎは集計企業数を示す。 
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＜通信・放送産業の従業者規模別の事業者構成（平成20年度）＞ 
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（誤） 



 

 

３ 設備投資（事業ベース） 
 

○ 通信・放送産業全体の平成20年度取得設備投資額（実績額）は、2兆7,448億円

（対前年度比2.0％減）。平成21年度取得設備投資額（見込額）は、2兆5,704億円

（対前年度比6.4％減）となった。 
 

＜通信・放送産業の取得設備投資額の推移＞
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＜通信・放送産業の事業別取得設備投資額の推移＞ 
単位：億円、％（上段：設備投資額　下段：前年度比）

平成18年度
(n=874)

平成19年度
(n=835)

平成20年度
(n=875)

平成21年度
(n=875)

実績額 実績額 実績額 見込額

28,267 28,016 27,448 25,704

16.2 ▲ 0.9 ▲ 2.0 ▲ 6.4

24,466 24,271 24,340 22,539

17.3 ▲ 0.8 0.3 ▲ 7.4

3,801 3,745 3,108 3,165

9.7 ▲ 1.5 ▲ 17.0 1.8

2,511 2,338 1,643 1,243

13.1 ▲ 6.9 ▲ 29.7 ▲ 24.3

631 748 716 1,119

11.5 18.6 ▲ 4.4 56.4

659 659 749 802

▲ 2.9 0.0 13.7 7.0

206 446 596 539

10.3 116.5 33.6 ▲ 9.7

設備投資額（2カ年共通企業） 単位：社、億円、％

平成19年度 平成20年度 前年度比

 通信・放送産業全体 690 24,076 24,889 3.4

 電気通信事業 257 21,012 21,919 4.3

 放送事業 433 3,064 2,971 ▲ 3.1

 民間放送事業 267 1,715 1,586 ▲ 7.5

 有線テレビジョン放送事業 165 690 636 ▲ 7.9

 NHK 1 659 749 13.7

 （別掲）インターネット附随サービス業 106 427 470 10.2

区　　　分

 （別掲）インターネット附随サービス業

企業数
設備投資額（実績）

 通信・放送産業全体

 電気通信事業

 放送事業

 民間放送事業

 有線テレビジョン放送事業

区　　　分

 NHK

 

平成21年度通信・放送産業基本調査 報道発表資料 別紙６ページの正誤表 

（黄色網掛け、赤囲みが修正箇所） 

（正） 



 

 

３ 設備投資（事業ベース） 
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（対前年度比7.4％減）となった。 
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＜通信・放送産業の事業別取得設備投資額の推移＞ 
単位：億円、％（上段：設備投資額　下段：前年度比）
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実績額 実績額 実績額 見込額

28,267 28,016 27,441 25,412

16.2 ▲ 0.9 ▲ 2.1 ▲ 7.4
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17.3 ▲ 0.8 0.3 ▲ 7.4
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9.7 ▲ 1.5 ▲ 17.2 ▲ 7.5

2,511 2,338 1,638 1,240

13.1 ▲ 6.9 ▲ 29.9 ▲ 24.3
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設備投資額（2カ年共通企業） 単位：社、億円、％

平成19年度 平成20年度 前年度比

 通信・放送産業全体 690 24,075 24,888 3.4

 電気通信事業 257 21,012 21,922 4.3

 放送事業 433 3,064 2,966 ▲ 3.2

 民間放送事業 267 1,714 1,581 ▲ 7.8

 有線テレビジョン放送事業 165 690 636 ▲ 7.9

 NHK 1 659 749 13.7

 （別掲）インターネット附随サービス業 106 427 489 14.6

区　　　分

 （別掲）インターネット附随サービス業

企業数
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 放送事業

 民間放送事業
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